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非対称的行動情報と企業組織の有効性

はじめに

本論文においては，非対称的行動情報のもと

で，インセンティブ・コンパティブルな企業組

織の形成とその有効性の問題を取り扱う。企業

組織の特徴として権限委譲関係を本質とする階

層的意志決定があるが，そうした階層的企業が

この権限委譲関係の中で，どのような根拠で形

成されるかという問題を考えていく。この権限

委譲関係はエージェンシー関係と呼ばれるが，

個人が自己生産による活動にとどまらず，この

エージェンシー関係を体化した資本主義的企業

に注1参圃する理由の一つは個人のこうむるリ

スクの軽減化にある。すなわち，個人は労働者

として企業組織へ内にあることにより，自己活

動にともなうリスクの一部を，資本家に移転す

ることが出来るであろうということである。し

かるに，このリスク移転は行動に関する情報の

非対称性のもとでは完全には行なわれない。即

ち，資本家が労働者の行動を十分には観察でき

ない時，このリスクの移転は労働者の側にモラ

ルハザードをもたらし有効な成果をもたらさな

いであろう。そこで，こうしたモラルハザード

を克服しかつ，労働者のリスクを軽減するよう

注 1)権限委譲関係のもとでの企業は直ちに資本主
義的企業という事が出来ないが，我々のエージェ
ンシーモデルでは principalが条件付き利潤最大
化を行っているという意味で，資本主義的企業に
よって，代表的に考えていくことにする。

細 江 守 紀

なインセンティブ・スキームの形成が行なわれ

ることになる。我々はまず資本主義的企業のも

とでこのようなインセンティブ・スキームがど

のような特性をもつべきであるか検討し，その

もとで労働者の行動＝努力の水準が自己活動の

場合のそれと比較される。

次に，個人活動ではなく複数の人々が協働す

る生産活動の場として企業を考えることによ

り，階層的企業だけでなく，他の企業組織とし

てチーム生産型企業を導入しよう。ここでいう

チーム生産型企業とは参加している各人が対等

の形で協働し，監督者＝資本家の不在を特徴と

した企業である。この場合，我々の視点は，個

人は協働で生産活動に入った方が単独で行うよ

り有利であるとすれば，チーム生産型企業と階

層的企業のいずれに参画すべきであろうかとい

う事である。行動に関する情報の非対称性のも

とで，どのようにチームはワーク・インセンテ

ィブ・スキームを構築すべきかという問題を検

討した後に，これら企業組織の比較を試みる。

組織の有効性は，成果の環境依存度，行動情報

の観察可能性の程度，生産工程における協働性

の特質，現行の不確実性の度合，更には，個人

のリスクに対する回避の度合等様々な要因から

決められる事になるが，それら問題を一定の制

約のもとではあるが検討していく。我々はこう

して，企業組織形成の基本的要因を行動情報に

関する非対称性という観点のもとでさぐってい

き，個人ー企業，個人間のリスク負担の問題，
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企業組織の有効性の問題を分析していく。 理人の行使した努力水準を完全に推測すること

§1 エージェンシー問題と情報構造

1-1 エージェンシー問題とモラルハザード

企業組織の形成の問題を考えるとき権限の移

譲関係を抜きにして考えることはできない。こ

の関係はしばしばエージェンシー関係と呼ばれ

る。我々はまずこのエージェンシー関係の構造

を分析することからはじめる。エージェンシー

関係の基本図式は一人の依頼人 (principal)と

一人の代理人 (agent) の取引関係によって表

わされたもので，依頼人は自分に利害のある

事柄の実行を自分で行なう代わりに，ある報

酬lプログラムと引きかえに，他の人＝代理人

(agent)にその実行を委任するという構造をも

っている注2。

その際のエージェンシー関係の基本的特徴は

代理人による実行に関する情報が私的情報とし

て代理人に属し，依頼人はその情報を完全には

得ることが出来ないという点にあり，またそれ

とは対照的に，実行によって生じる成果に関し

ては両人共通に観察できるという事である。勿

論，代理人のあげた成果とその努力水準とが一

意な対応をもっておれば， その成果の観察か

ら，代理人の行なった努力水準を完全に推定で

きる。その場合は，結局，情報は両人共通のも

のとなる。しかし，しばしば見られるエージェ

ンシー関係のように，努力水準と成果の値との

間に一意な対応はなく，不確定要系を含んでい

る場合は，共通に観察できる成果の値から，代

注2)プリンシパルーエージェント問題は Pauly
〔9〕• Ross(ll〕の初期論文から， Mirrlee廷8〕
をへて， Shavell 〔訟〕， Holmstrom詞〕， Gros-
sman=Hart⑬〕等によって，様々な角度から分
析されてきた。

が出来ない。

我々がここで取り扱うエージェンシー問題の

基本図式は，こうして，成果が努力水準と，不

確定要因をはさんで，関連し，成果は公開情報

で， 代理人の行動＝努力は私的情報，すなわ

ち，代理人のみにしか観察できないという情報

構造のもとで，依頼人はどのような報酬プログ

ラムを代理人に提示すべきかという問題であ

る。その際考慮しなければならないのは，代理

人の行動が依頼人に観察できないことから代理

人側が，完全情報の場合とちがって，依頼人に

望ましい行動をとらないかもしれないというモ

ラルハザード (MoralHazard) が生じるとい

う事である。こうしたエージェンシー関係は様

々な経済取引において見られるもので，労働者

と資本家，マネージャーと株主，小作人と土地

所有者，信託会社，与託者と代理店と元売り，

さらには被保険者と保険者など多くの取引関係

をあげることができる。また，ェージェンシー

関係は経済的取引にとどまらず，人々がとりむ

すぶ社会的取引ーたとへば，依頼人と弁護士，

患者と医者など一の一つの類型として考えられ

る。

こうした文脈から資本主義的企業を見ると，

労働者 (agent)は資本家 (principal)の代わり

にその努力を行使し，一定の成果をあげる。こ

の成果については両者は共通に観察可能である

が，その成果自身は労働者の努力に依存し，撹

乱要因によって，その間には一意な対応関係を

もたない。そして，労働者の努力水準に関して

資本家は十分な観察ができないというわけであ

る。勿論，労働者の努力水準に関する情報を入

手するために資本家側からの様々な工夫（監督）

がなされるが，費用をともない不十分なもので
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あろう。監督技術に関する問題はここではふれ

ずに，労働者の努力水準に関する情報は入手で

きないという条件のもとで， どのような報酬フ゜

ログラムをもつべきかという問題を取り扱いた

ぃ注3。この情報の欠如のもとでは， 労働者は

自分の利益を追求して（モラルハザード）十分

な努力水準を行使しないかもしれない。この点

においてエージェンシー関係の基本的問題は観

察できない労働者の努力水準を効率的に引き出

すにはどのような報酬プログラムをデザインし

たらよいかというワーク・インセンティブスキ

ームの構築の問題となる。

1-2 努カ一成果の確率的構造

ここでは， エージェンシー問題の基礎として

エージェントによる行動＝努力と成果の間の関

係を検討する。

いま， リスク中立的な資本家とその傘下に入

るリスク回避的な労働者を考えよう。特に労働

者は収入W と努力 X に関して加法的にセパラブ

ルな von-Neumann= Morgenstern 型効用関

数 v(w,x) = U (w) -xを考え， U(w) は強意

増加，かつ強意凹関数であるとしよう。また，

労働者の努力水準 Xは基準化して区間 [0, 1] 

=Xから選ばれ，努力水準と成果との間に以下

のような関係があるものとしよう。

まず，成果は離散時な値の集合 {y1・"Yn} の

うちのいずれかが実現し， ふくY2<…Yn), 努

カ水準 Xが取られた時，成果 Yiが生じる確率
n 

を IIi(x)としよう。 したがって， I::IIi (x) = 1, 
i=l 

注3) ここでの分析では， 監督技術という追加的

情報システムの分析は試みない。これに関しては

Shavell日2入 Holmstrom〔釘において検討され

ており，追加情報が正の情報価値をもつことが示

されている。また，相対評価システムについては

細江〔13)を参照。

IIi (x)>O (i=l…n)である。

ここで，努力水準と成果との確率的関係につ

いて次のような仮定を置こう。

仮定 I 『（単調尤度比条件』） 任意の努力

水準 X1,X2 (X1 <x2) に対して， IIi(x1) 

/IIi (x2) 

る。』

は iに関して単調非増加であ

これは，あとで述べるように， より高い努力

水準を実行することによって， より高い成果が

得られる可能性が増大することを意味する。

この単調尤度比条件は尤度関数 IIi (x) 

可能なとき，次の仮定 I'と同値である。

が微分

仮定I' 『lli(x) /IIi (x) は iに関して単

調非減少である』

この二つの仮定が同値であることは，任意の

努力水準 X1,X2 (X1 <xz) に対して

「Ili(x) 
x1Ili(X) 

dx=log IIi (x砂/IIi(x1) 

が成り立ち， したがって，

g: ~~:~=exp{- 『；： g~ ~~~dx} 

が成立することから直ちにわかる。また， Fj(x) 

を分布関数（恥 (x)=占IIi(x)) とすると，こ

の単調尤度比条件については Rogerson(10〕

によって次の補題が成り立つ。

補題 1 『単調尤度比条件が成立するとき，

すべての jE{1…n}, xEXに対して， Fi

(x)~O が成り立つ。』

（証明） X1~ ふとなる任意の XぃX2EXにつ

いて Fi(x1)~Fi (x2)が成立することを示せば

k(j) = IIパX1)
Ili⑳) 

とおけば，よい。いま， これは

単調尤度比条件より jについて単調非増加であ

る。ここで j*==Max{j : K (j)~1} と定義しよ
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う。もし，

経

ある j に対して， j~j*

jより小さいすべての iについて

II i (x1) 
IIi (x2) 

~1 

済 学 研

であれば，

である。 したがって，
j j 

て， I:; Ilj (x1)~I:; Ili (巧）となるので，Fj(x1) 
t=l i=l 

~Fj (x2)がわかる。また， j>j*の場合には，

IIi (均） ~IIi(均）。

n 

l=~Ili (x1) 
i=l 

i n 

= -~Ili (x1) +~IIi (x砂
Ili (x1) 

1 = 1 i = i+ 1 II i (x砂
i n 

<~Ili (x1) +エ Ili(x砂
i=l i=i+l 

~. （

ー

＼

Ili (x1) 
Ili (況）

>I) 
n 

この不等式は， 1=エ止(x2)
i=l 

i i 

:E IIi (x2)<工IIi(x1) 
i=l i=l 

がって，

また，

Milgrom 〔7〕

たものである。

事後分布

（証明）

X2に対して，

よっ

を考慮すれば，

を意味するから Fj (x2) <F j (x1) となる。

究

した

この補題は成り立つ。 (Q.E. D.) 

この単調尤度比条件は第一次確率優位

の条件と密接な関係をもっている。次の補題は

における分析を離散型に適用し

補題2 『単調尤度比条件は．

(E {1…n}) O>i)において．

対する事前確率分布を G(x)で表わせば．

任意の .
J
 

’
 

・1

任意の Xに

GC•lyj) は G(·!Yi) より，第

一次確率優位にあるという条件と同値であ

る。』

単調尤度比条件が成立すれば， X1<

Ilj (x砂:::;:II i⑳ )・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 
IT j (x1) -II i (x1) 

が成り立つ。特に X1~X~X2 なる文を考れば，

(1)より

L>文Ilj(x)dG(x)~L>文 IIi (x)dG(x) 
IT j (x1) II i (x1) 

第 52巻 第 5号

が成立する。これは

叫 X1) Ilj (x1) 

I 
~ 

x>x Ili (x) dG(x) J x>文Ilj(x)dG(x) 

となるので，出は文以下の任意の値であること

を考慮すれば，

J II心）dG(x) II心）dG(x) 
x<文

I 
~IXく文 (2) 

x>文IIi(x)dG(x) L>文Ilj(x)dG(x) 

が成立する。ここで，釦が生じたという条件で

Xの分布関数，即ち，条件付分布関数を G(・Ii)

を考えれば， (2) は G(xli)/(1-G(xli)~G(xlD

/(1-G(xlj))となり， G(xIi)~G(x I j)が成り

立つ。 したがって，任意の事前分布に対して事

より第一次確率後分布 G(・IYi) は G(・IYi)

優位となっている。

逆に，事後分布 G(・lyj)

第一次確率優位であるとすると，任意の Xの事

前確率分布 G(・)に対して， GC・I y j)~G C・I y i) 

である。

考え，

と，

が G(・IYi) 

ここで特定の分布関数を考え，

がって，対応する特定の確率密度関数 g(・)を

ある X1,X2 (X1 <x2) 

1 g(x) =―ーとなるものとしよう。
2 

この時，この特定の G(・)に対する事後分布

関数 G(• ly)の確率密度関数を g(.I y)とする

g(Xk I y,) 

しかるに G(•lyj) は

に対して

G(•lyi) 

率優位であるということから， 特に，

より

した

g(x)= 

一般に，

g(xk)IIバX砂
S g (xk) Ilt (xk) dxk 

(k=l, 2, £=i, j) 

であるから，次の関係が成り立つ。

g(x1IY1) = g(x1)II,(x1) = IIパX1)
g(x叫Yt) g(x2)IIパX2) IIパX2)

(£=i,j) 

より第一次確

X1 につ

いて， g(x1lyj)~g(x叶 Yi) が成り立つ。
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2 

一方，エ g(XkIY、)=1を考慮すると，
k=l 

y j)~g(x2 I y i) 

(2)より

Ili (況） ::=:::Ili(X1) 
II i (x2)ー Ili(x2) 

この補題の意味することは，

ついて事前に確率分布をもつ観察者（資本家）

にとって，

となる。これらの事を使えば，

が成り立つ。

この努力水準に

より高い生産水準を観察することに

よって，確率優位の意味で労働者がよりハード

に努力を行使したと統計的に推定するであろう

ということである。

さらにこの仮定 Iは，次に示すように，努力

に関して期待生産量は増加関数となっている事

の十分条件となっている。

『単調尤度比条件のもとでは期待
n 

生産量 I::YiIIi (x) 
i=l 

て単調増加関数となっている』

補題3

は努力水準 X に関し

（証明） Z1 =y1, 恥=y2-Y1…Zn=Ynー

n n 

Yn-1 とお：と， ~Yilli (x) = i臣（呂rr;(x)) 

となる。 ~n; (x) はすべての iに対して補題
j = i 

1から非負であり，

,A 
寸 9

またすべての iに対して

Zj>O であるから ~y直i'(x) は非負であるこ

とがわかる。 (Q.E. D.) 

さて，我々は仮定 Iに加えて分布関数の凸性

を意味する次のような仮定をしよう。

仮定II

g(X2 I 

(Q. E. D.) 

『仮定IIのもとで限界期待産出水

（分布関数の凸性）『分布関数 Fj

(x) に対して，町(x)~O がすべての jE

{1……n}, xEXについて成り立つ。』

Fl (x)~O より，

Yiを考えた時，

補題4
n 

準:EY iIIf (x) は努力水準に対して遁減的
i=l 

である。

（証明）

rrより，

(I:;y iII~(:\.)~O) 』

補題 3の証明における Zj を使えば
n n 

工YiIIi(x) = i号zi (呂rr1(x)) 

この値は非正である。 (Q.E. D.) 

となり，仮定

こうして，仮定 Iと仮定IIを前提とすること

によって，通常の生産関数と同様に，我々の限

界期待成果水準は，努力水準に対して収穫逓減

の法則に従うことになる。この章を通して，

§2 

2-1 

こ

こで定義し，特徽づけた成果一努力の確率的構

造を使用する。

単ーエージェントモデル

完全情報下のエージェント問題

前節において，労働者の努力投下と成果との

間の確率的関係を明らかにしたので， プリンシ

任意に固定された産出水準

よりハードに働いた時， Yi以

下（以上）の産出水準が生じる確率は減少する

（増加する）が，

加率）

て，

この仮定IIはその減少率（増

が減少することを意味している。 そし

この事は努力水準にかんする期待産出水準

について次の補題をもたらす。

パルたるリスク中立的な資本家が労働者に提供

する最適報酬プログラムの分析に入る。リスク

回避型の労働者は前節のはじめに述べたように

効用関数 U(wi)-x(ただし， U(x) は強意単

調増加的，強意凹関数）をもっている。資本家

と労働者間で結ばれる契約において，すでに述

べたように報酬プログラムは観察された成果に

依存したものにならざるをえない。このプログ

ラムは {wj}(i=l・・・n)として表わされ， Wiは

Yi が成果として生じた時の報酬であった。今，

この契約に入るさいに，労働者が他の活動によ

って得られる期待効用水準を nc以下では留保

期待効用と呼ぶ）

って得られる労働者の期待効用はその留保期待

効用 Uを下回ることが出来ない。 さて， 対比

のために労働者の行動が完全に観察できる場

＾ 
口 9 したがって，

とすると少なくとも契約によ

完全情報の場合をまず考えて
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見よう。この場合の契約は次のようになる。

問題 I (完全情報下の資本家一労働者モデ

ル）

Max四 Ii(x) (yi-Wi) 
X,Wi 

s. t. エIli(x)U(wi)-x~O …………(3) 

この問題の特徴は対称情報だから努力水準を

資本家は設定でき，唯一の制約式は設定した努

力水準，賃金体系からもたらされる労働者の期

待効用が留保期待効用を下まわらないという事

である。以下ではこの制約式を参加条件と呼

ぽう。 この問題の解， 即ち， 完全情報下の最

適契約の内容は Kuhn-Tuckerの定理を適用

することによって容易に求められる。 Kuhn-

Tucker式 K==エIIi(x) (Yi -Wi) +X(:ETii (x) 

U(wi)-x-0)に関して

aK aK 
ー =O, —-= 
ax awi ゜

を満たす (x,w j)を求めればそれは問題 Iの解

となっている。但し，入は非負の定数である。

これを実行すると

z:;rri (x) (Yi -w  i) + :¥,(エIIiU(wi)-1)=0

・・・・・・(4)

-Ili(x)+A-Ili(x)U'(wi)=O i=l, …，n 

・・・・・・(5)

1 
となる。 (5)から直ちに U'(Wi)=―ーしたがっ

入，

て Wj=一定（声w) がでてくる。これを(4)に

代入すれば z:;rri(x)y i = 1/U'(w) となる。ま

た(3)は最適解においては明らかに等式で成立し

なければならない。したがって，

詞 (x)Yi=u, い..(6), U(w)-x= D…(7) 

の式を満す (x*,w*) の組が最適解である。 (6)

を満たす (x,w) の組について，

dx・1  un(w) 
詞＝―詞YiX ((U'(w)2) 

第 52巻第 5号

X 

x=U(w)-『

2恥(x)y-=
1 

i U/(w) 

w* 
w 

図 1

が成り立つが補題 4により :EIIi''Yiは負であ

るから dx/dw<Oとなる。したがって，最適解

は次の図 1のように一意に定まる。この解はフ

ァースト・ベスト解とも呼ばれる。

こうして，完全情報下での最適賃金契約では

リスクは完全に資本家によって負担され，最適

努力水準は限界期待収入が限界的賃金評価値に

等しく設定されている

この分析から対称情報下では成果情報は必要

でなく，努力情報さえ手にはいれば，成果情報

は情報価値をもたないことがわかる。したがっ

て，成果情報は努力情報が得られない時にその

情報価値をもってくるのである。以下で分析す

る非対称情報下のエージェンシー問題はまさに

そうした情報構造下での最適報酬プログラム形

成の問題をとりあつかう。

2-2 非対称情報下のエージェンシー問題

さて，労働者の努力が資本家にとって観察で

きない場合を考えよう。この時，ファーストベ

ストの報酬フ゜ログラムのもとで希望する努力は

実行できない。なぜなら，最適報酬プログラム

は成果に依存せず，しかも，努力水準は観察で
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きないのであれば，労働者は最小限の努力を行

使することが望ましいと考えるであろうからで

ある。

こうして，努力（行動）に関して観察不可能

な場合の契約には，あらたな制約式が必要とな

る。資本家は提供した報酬プログラムをもとに

労働者がどのような行動をするか推測しなけれ

ばならない。推測の基本となるのは労働者の効

用最大化行動である。したがって，契約は，提

供した報酬フ゜ログラムのもとで労働者がとるで

あろう努力水準をあらかじめ推測したうえで，

最適な報酬プログラムを考えることである。し

たがってこの場合の最適契約は

問題n c非対称情報下の資本家一労働者モ

デル）

Max四IIi(x) (y i -w  i) 
X,Wi 

s. t. :Elli (x)U(wi)-x~D ………… (8) 

x巴 Argmax :Elli (x')U(wi)-x' 
x'EX 

・・・・・・(9)

の解となる。 (9)が労働者のインセンティブを考

慮した式である。

さて，この問題を数学的に取り扱いやすくす

るため次のような問題を考えてみよう。

問題DI

Max匹Ili(x) (Yi -Wi) 
X,Wi, 

s. t. エIIi(x)U(wi)-x~D …………(10) 

:EII~(x)U(wi)-1~0 ……••• …(11) 

この問題mは第二の制約条件が問題IIのそれ

と異なっているが，労働者の期待効用最大化の

一次条件を不等式であらわしたものであるこの

制約条件(11)は(9)の労働者の最大化問題の十分条

件になっているが，その場合でさえ，一般的に

言えば，問題mの解は問題IIの解とはならない

し，逆も成立しない。しかし，仮定 I, IIのも

とではこれら二つの問題が同値であることがわ

かる。それを証明するまえに次の補題 5, 6が

成立することを示しておく。

補題 5 『仮定 Iが成立するとして， (w, x) 

が問題mの解であるとき，ある非負の定数 a,

/3があって次の式が成り立つ。

1 IJi(x) 
U'(wi) 

=a+/3 
IIi (x) 

for iE(l .. ・n)・・・・・・(12)

:ETI1 (x) (Yi -w  i) +a(:EII1 (x)U (wi)-1) 

+/3I:;II1U(wi)奎0
= 0 

XE  [O, 1]・・・・・・(13)
= 1 

更に， この時， 報酬フ゜ログラムは産出高に

対して単調非減少となっている。 Cw1~W2~ 

…~Wn) 』

（証明） (12), (13)は Kuhn-Tuckerの必要条

件から直ちにでてくる。仮定 Iょり rri CD/ 

IIi (x) は i に関して単調非減少であり， /3~0

であるから， 1/U'(wi)は iに関して単調非減

少である。したがってUの凹性より，これは，

Wi が単調非減少であることを意味する。 (Q.

E. D.) 

補題 6 『(w,x)が問題皿の解であるならば，

労働者の期待効用は Xに関して強意凹関数と

なっている。』

（証明） これは， U(wi) が iに関して単調

非減少であること考慮して，補題 3あるいは

4と同様の方法を使えば容易に証明される。

(Q. E. D.) 

補題7 『(w,x)が問題皿の解であり， x<l

であるとしよう。この時， :Elli(x)U(wi)-1 

=Oが成立する。』

（証明） (13)において， 13>0ならば制約式(11)

は等号で成立するので， 明らかである。 /3=0

- 61 -



経済学研究

の時， (12)から Wj は一定値となる。これは明ら

かに制約式(11)を満たさない。 したがって /3=0

はありえず，結局， f3>0 の場合のみとなる。

したがって， 制約式は等式で成り立つ。 (Q.E.

D.) 

さて，これらの補題を使うと次の同値性の定

理が証明される。

定理 1 『仮定 Iと IIが満されるとき， x(>

0)が問題IIの解であることは問題mの解で

あることと同値である』

（証明） (w, x) が問題IVの解であるとすれ

ば，補題 6より労働者の期待効用（以下では

E(w, x) と記す）は Xに関して凹関数となって

いる。すなわち， Exx(W,x)~O である。 また

補題 7より Xが 1より小さいとき， Ex(w,x)=0 

であり，一般には広(w,x)~O である。これら

のことは得られた Xは労働者が期待効用をその

報酬プログラムのもとで，最大化していること

を意味する。したがって，この (w,x) は問題

IIの2つの制約条件を満たしている。さらに，

この (w,x) はよりゆるい制約条件のもとでの

最大解であるので， (w, x) は問題IVの最大解

ともなっていることがわかる。

次に逆を証明するために， (w,x)が問題IIの

解であるとき，その (w,x) が問題mの解でな

いとしよう。問題mの解を (w*,x*)とすれば，

この証明の前半で示したように， (w*,x*)は問

題IIの解でもある。しかるに x>oに対しては

問題IIの制約条件(9)は Ex(W,x)~O を意味す

るから， (w,x)は問題IVの制約条件を満す。こ

れがわかれば， (w,x)は問題mの解ではないと

したので， ~IIi (x*) (Yi -x*) >~rri (x) (Yi -

x) となる。これは (w,x)が問題IIの解である

ことに矛盾する。 (Q.E. D.) 

こうして問題IIと問題皿の同値性が導びきだ

第 25巻第 5号

されたが，制約式(10)は最大解では常に等式で成

立することは容易にわかる。これはもし厳密な

不等式が成立するならば， (11)を満たしながら(10)

が等号で成立するようすべての Wi を減らすこ

とは明らかに可能であり，こうした変化は同時

に資本家の期待利潤を大きくすることになるか

らである。こうして，問題mしたがって問題II

において内部解 (XE(Q, 1))では，次の四つの

式が成立する。

定理2 『(w,x)が問題IIの内部解であると

き，ある非負の定数 m正の定数Bに対して

次の四つの条件が成立する。

1 Ili (x) 
=a+/3 

U'(wi) Ili (x) 

for iE {1・..n}・・・・・・(14)

こ町(x)(Yi -w i) + /3:EII'f (x)U(w i) =O 

・・・・・・(15)

工Ili(x)U(wi)-1=0・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(16)

:EIIi (x)U(wi)-x=-0 ・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(17)』

ここで， (15)において左辺の第二項は負の値に

なることに注意しよう。これは，補題 6と厄＞

0から言える。したがって， :Elli(x) (y i -w i) 

>oが言える。しかし，これから，デザインさ

れた報酬フ゜ログラムに関して，利潤は産出高の

単調増加となっているとは一般には言えない。

この点で，報酬そのものが産出高の単調増加関

数となっていることと対照的である。しかし，

n=2の場合には， II2(x)>O, かつ，エIli(x) 

=Oであることから，容易に，その単調性は示

される。また，一般に，限界期待利潤が 0とな

るように労働者の努力水準を導びくことが出来

ないことは，この場合の特徴である。
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2-3 比較組織分析 I (自己組織とエージェ

ンシー関係）

こうして，我々はエージェンシー関係での最

適契約のあり方を分析したが，ひるがえって，

このエージェンシー関係成立の根拠について考

察してみよう。この問題は，我々の文脈では次

のように言うことが出来る。即ち，個人は自分

で直接，活動（自己組織化）を行わないで，資

本家の傘下に入ることはどのように正当化でき

るかという事である。これは，経済社会におけ

る組織のあり方を自己組織とエージェンシー関

係の比較分析を通してさぐるもので，比較組織

論，比較体制論への一つの基礎視角を与えるも

のと思われる。 これを検討するため， 以下で

は，すでに示した成果一努力の確率的構造を個

人（＝労働者）も資本家も共通に利用できるも

のとしよう。成果機会へのアクセサビリティ

（接近可能性）の非対称性は重要な問題である

が，ここでは対称的な場合のみを考察する。

自己活動に従事する場合は明らかに，全ての

リスクを負担しながら活動しているが，その時

の最適な努力水準 x*は明らかに次の問題を解

くものである。

問題W Max~Ili (x)U(yi) 
X 

内部解を前提とすればこの時の最適努力水準

x* は ~rri (x*)U(yi) =1 を満すものであり，

仮定 I'Ilのもとでは一意な値をもつ。なお，

この解は同時に次の問題の解でもあることに注

意しておく。

問題V Max工Ili(x)U(wi)-x 
X 

s. t. Wi~Yi 

これは以下の命題 2の証明において利用され

る。以上より，資本家の傘下にはいるさいの留

保効用 Uは，自己組織化による最大期待効用，

D=ェni(x*)U(yi)-x* 

となる。 この Uに対して， あらためて，行動

（＝努力）に関する非対称情報のもとでのエー

ジェンシー問題を解こう。この時，明らかに，

資本家は正の期待利潤を得ることができる。な

ぜなら，資本家の提供する一つの報酬フ゜ログラ

ムとして Wi=Yi (i=l・・・n)を考えれば， これ

に対応するインセンティブ・コンパティブルな

努力水準は x*,すなわち，自己生産の場合の最

適努力水準である。この時，資本家の獲得する

期待利潤は明らかにゼロである。しかるに，こ

のケースは非対称情報下の最適報酬プログラム

になっていない。なぜならば，最適性の条件(14)

に Yi=Wjを代入すれば /3:ETir(x*)U(wi)=O 

となるが， f3>0であり，またェIlr(x*)U(wi)

<oc補題 6より）が成り立つので，この式は成

立しない。 したがって，報酬プログラム Wi=

Yi (i=l ,2, …n) は制約条件 (10) と (11)を満

すが最適解ではない。 この報酬フ゜ログラムの

もとで資本家の期待利潤は 0であったので，最

適報酬フ゜ログラムのもとでは期待利潤は正とな

る。したがって，個人による自己活動より資本

家の傘下における活動の方が有利であることが

わかる。以上から次の命題が示される。

命題 1 『個人による自己活動は資本家の傘

下での活動によって優越される。即ち，個人

の自己活動のもとで生じる期待効用を保障し

たうえで資本家は正の期待利潤を得ることが

出来る。』

次に，この二つの生産組織における努力水準

の比較を考えてみよう。まず，次の補題が成立

する。

補題8 『非対称情報下のエージェント問題

の二つのインセンティブ・コンパティブルな

報酬プログラムー努力水準 (Wt,X1), (Wt, 
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xりを考えると，これらの間に次の関係が成

り立つ。

I:; (TI i (x1) -II i (xり） (U(wr) 

-U(wD)~O……(18) 』

（証明） (wr,xりはエージェントの最大問題

の解であるので

ェIIi(炉）U(wD-x2~I::IIi (xりU(wD-x1

= I::IIi⑳) U(wr)-x2 

したがって，

ェni(x2) (U(wr)-U(wD~o …………… (19) 

同様に，

ェrri(xり U(wr)-x1~I::Ili (x2)U(wr) 

-x2= I::Ili (x1) U (wD-x1 

より I::Ili (xり (U(wt-wD)~O …………(20)

したがって， (19)と(20)より (18)が明らかに成立す

る。 (Q.E.D)

この補題を使うと n=2のとき次の命題が成

り立つ。

命題2 『n=2のとき，エージェンシー関係

にある個人はリスクを部分的に軽減できる。

即ち， その時の報酬フ゜ログラムを {wi} と

すれば，

Y2>w2>w1>Y1 

が成立する。また，個人の自己活動による努

力水準は資本家のもとで個人が行う努力水準

以上であり，したがって，高い成果が得られ

る可能性も低くない。』

（証明）

エージェンジー問題の最適報酬lプ ログラムは

Y2-w2>Y1 -W1 が成立していることを知って

いる。今， Y2>w2,Y1>w1であるとしよう。こ

のとき， {Wi}は問題Vの制約条件を満たして

第 25巻第 5号

いるがその問題の最適解でありえない。（なぜ

なら，その問題の解は {y』であるから。）し

かるに，その問題の最適値は Uであり， {wi}

に対応する労働者の期待効用もそれ以上でなれ

ばならず，矛盾である。したがって， Y2>w2>

w1>Y1が成立する。補題 8に対して二つのイ

ンセンティブ・コンパティブルな報酬フ゜ログラ

ムー努力水準の組として最適自己活動の解と資

本家一労働者モデルの最適解 (X,W1, W2) を適

用すると，

(Il2(x*)-I12(X)) cu (Y2) -U (Yi)-cu (w2) 
-U(w1)))~0 

となり，上で得られた Y2>w2>w1>Y1 の関係

をつかえば， U(y2)-U(y1) >U(w2)-U(w1)で

あるから， Il2 (x*)~Il2 (x) が言える。 したが

って， x*~x が成り立つ。 (Q. E. D.) 

こうして， n=2 の場合， エージェンシー関

係に入ることによって，高い成果が生じた場合

はその一部を資本家に提供し，低い成果が生じ

た時は資本家から何がしかを提供してもらうこ

とにより， リスクの軽減を図っているという事

ができる。またこの事は，労働者の努力行使に

影響し， リスクの自己負担の場合に比べてより

低い努力水準を引き出すことになる。これがエ

ージェンシー関係の最適リスクシェアリング・

ルール (14)として定式化されているのである。

このようにして，自己組織のエージェンシー関

係への包摂という問題を， リスク負担，非対称

情報という観点から照らし出した。

§3 複数エージェント・モデル

3-1 複数労働者間の協働と競争

前節では一人のプリンシパルに対して一人の

エージェントが対応するエージェンシー関係を
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資本家一労働者の関係を通じて検討したが，企

業組織の特徴を考える場合は，内部の労働者の

協働という側面にスポットをあてる必要がある

ように思われる。これは二つの問題をひき起こ

す。まず第一は，企業組織内の労働者の努力活

動は個別に監督することが困難であることから

直接努力水準に依存した評価が出来ないだけで

なく，協働性すなわちグループ生産的側面を企

業生産がもつことにより成果そのものがどの労

働者に帰属するか指摘することが困難であると

いう事である。（以下この事態を成果の分離不

可能性と呼ぶ。）勿論， 努力水準の観察可能性

と同様に成果の各労働者の分離可能性の程度は

職種に依存して異なるであろう。しかし，我々

はここで協働活動に本質的に存在する成果の分

離不可能性を強調して以後の展開を進めたい。

こうして，各労働者に対する評価は全体の成果

に依存するものにならざるをえない。第二に問

題となるのは成果に対する内部労働者の相互以

存性にもかかわらず，労働者間のコミュニケー

ションが不可能であるとすれば， したがって各

人の努力水準を相互に観察できないとすれば労

働者間に競争状態が生じるであろうということ

である。即ち，労働者間の非協カゲームの発生

という事を考慮すべきであるという事である。

そこで，この節では成果の分離不可能性，内

部労働者相互の努力水準に対する観察不可能性

を前提とした複数エージェンモデルを考えて見

よう。したがって，問題は内部労働者の相互行

為を考慮したうえで，経営者は自己の利益を追

求するため，いかに報酬フ゜ログラムをデザイン

すべきかという事になる。

簡単のため，二人の労働者をもつ企業を考え

てみよう。この時，経営者は労働者の行動を観

察できないので報酬プログラムは彼らの成果に

直接依存したものになるにちがいない。デザイ

ンされた報酬フ゜ログラムのもとで労働者間の努

カ行動が相互に影響しあい，それを通じて，成

果が実現することになる。したがって，経営者

はその報酬プログラムのもとで演じられる労働

者の相互行動を考慮にいれて，報酬プログラム

をデザインするであろう。今， 成果は，状態

Yi (i=l…n, Y1<Y2<…<Yn) で表わされるも

のとする。 この時， 報酬フ゜ログラムは (Wik)

(i=l…n, k=l. 2) で表わされる。 ここで，

Wikは成果としてめが発生した時，第 k労働

者 (k=l,2)に与られる報酬を意味する。さて，

第 k労働者は von-Neumann = Morgenstern 

流の効用関数，特に， U(WiK)-XKを持つとし

よう。この関数Uは非負領域で定義され，強意

増加， 強意凹関数である。 XKは第 k労働者の

努力水準を表わし，標準化されたコンパクトな

区間 X=[O, 1]に属しているものとする。二人

の労働者のトータルの努力水準 X1十況は産出

に正の相関をもち §1と同じ産出の確率構造を

もっているものとする。即ち， ある確率法則

IIi (均十X2): [Q,2]→ [O, 1] が支配していてト

ータル努力水準 X1+X2に対して成果 YiCi=l・・・

n)が発生する確率が rriCx1 +xりであるとし
n 

よう。 (~rri (xけ玲）=1) また，この確率法
i=l 

則に関して， §1の仮定 I, 仮定Ilが満されて

いるものとしよう。したがって，この協働生産

の場合もトータ）レ努力水準に関して限界収穫逓

減が成り立つことになる。この時，経営者がデ

ザインする最適報酬プログラムは次の最大化問

題を解く事によって求められる。

問題VI (最適報酬プログラム）

Max ~ 叫 Xげ況） (Yi-Wi1-Wi2) 
Wi k,Xk 

・・・・・・(21)

-65 -



経済学研究

n 
s. t. ~rri (xげ X砂 (U(Wik)-xり~D

i=l 

・・・・・・(22)

x1E Arg max工IIi(xi +x砂
Xi EX 

x (U(wii)-xi)……(23) 

x戸 Argmax~rri (x叶 xD
xがEX

x (U(wi2)-xD……(24) 

k=l, 2. 

ここで'(22)は各労働者が他の機会から得るこ

とが出来る最大の期待効用水準 DC各労働者に

共通）以上の期待効用をこの契約によって生じ

るべきであることを示し，以下では参加条件と

呼ぶ。 (23)と(24)は各労働者が提供された報酬プロ

グラムのもとでどのような行動を行うかを示し

たもので， Nash型の非協カゲームによって表

わされたものである。さて， この問題は仮定

I , 仮定IIを満たすので前の節と同様に次の問

題と同値になる。

問題vn
Max 四Ili(x1+X2) (yi-Wi1-Wi2) 

Wik,Xk 
． ． ． ・ ． ． 因

s. t. I::Il i (xけ X2)(U(wik)-Xk)~-0 

・・・・・・(26)

I::Ilf (xけ x2)(U(wik)-x砂

-1~0……切）

k=l, 2. 

ここで罰は(23), (24)に関する一次条件から出て

いる。この問題は Kuhn-Tucker の定理を適

用できる。最適解として対称解 (X1=X2) に話

を限定すると，次のような性質を問題VIlの解は

もつ。

補題9 『解を対称解に限るとき， 問題VIlの

解は X1=X2==X (一定）で Wi1=Wi2==Wiと

なり，次の式を満す解と同値である。

こ町(2x) (Yi-2Wi) 

第 25巻第 5号

+ :\.[2I;II~(2x)U (w i)-1] 
I 

+a~I11 (2x)U(wi) =O ……• •• ………(28) 

1 Ili (2x) 
U'(wi) 

=:¥.+a 
Ili (2x) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑫9) 

ただし，入， a は非負の定数』

（証明） 問題別に対して Kuhn-Tucker の

定理を適用すると， Kuhn-Tucker式 Kは

K==:E几 (xけ況） (Yi -Wi1-Wi2) 

＋泊{:Elli(xげ況） (U(wi1)-x1)-D} 

+A-2{エIli(x叶 x2)(U(wi2)-x2)-D} 

+ai{:ETif (xけ況）U(Wi1)-1} 

+a2{工Ili(xけ X2)U(Wi2)-l}

となる。ここでい，釦は(26)('l7)に対する Kuhn-

Tuckerの非負の定数である。この式を Xi(i= 

1,2)に関して偏微分して 0とおけば

aK 
8x1 

aK 
8x2 

＝エIlf(況＋況） (Yi-Wi1-Wi2) 

＋泊{:Elli(x叶 x2)(U (w i 1) -x1)-l} 

+A, 心町(xげ x砂(U(wi2)-x2)

+a心I11(xけ x2)U (w i 1) + a2:EI11 (x1 

+x2)U(wi2) =O 

=:E町 (xけ X砂(yi -W i 1 --w i 2) 

+;,¥, 心Ili(x叶 x2)(U(wi1)-x1) 

+A-2{工町(x叶況） (U(wi2)-x砂ー1}

＋佑:EI11(xけ x2)U (w i 1) + a2:EI11 (x1 

＋玲）U(Wi2) =O 

これから直ちに Ai=心がでてくる。また Ku-

hn-Tucker式 kを Wi1,Wi2Ci=l, …n)で偏微

分して 0とおき，式を整理すれば

1 Ili (x叶 x砂
U'(Wi1) 

=;,¥,+佑
Ili (xげ況）

・・・・・・・・・・・・・・・(30)

1 
=;,¥,+知

rri (x叶 X2)
U'(Wi2) 

・・・・・・・・・・・・・・・(31)
Ili(X1+況）

となる。ここで対称均衡解を考えて， X戸 X2=X,
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Wi1=Wi2=Wi (i=l, …n)とおけば上の Kuhn-

Tuckerの必要十分条件は，

:EIIi (2x) (Yi -2w i) 

+i¥.{2:EIIi (2x) (U(wi)-x)-1} 

+2aエII1(2x)U(wi) =O 

1 rri (2x) 
=i¥, 十a となる。 (Q.E. D.) 

U'(wi) rri (2x) 

ただしこの場合， a戸 a2 であるからその値を

aとおく。こうして，⑫9)から単ーエージェント

モデル同様複数エージェントモデルにおいても

成果に関して単調増加的報酬体系となっている

ことがわかる。なお，問題VIIの解は(2加の制約式

を等号で満たすことが示される。

補題10 『問題VIIの対称解に対しては，

工rri(2x)U(wi) =1 

が成立する。』

（証明） a戸 a2>0のときは Kuhn-Tucker

の条件より（別が等式で成り立つのは，自明であ

る。 a1=a2=0のとき， (30),(31)より Wi=一定

である。

§1の補題 3より I:;II'(2x)yi~0 ことを考慮

すれば a戸 a2=0のとき(28)は

0~ エrri(2x)y i = -i¥.(2:EIIi (2x) U(w i) -1) 

ここで入=Oの場合は(29)より U'(Wi)= +00に

対応するが効用関数を適当にとればこれは Wi

=Oを意味することになるが，それは参加条件

に反する。したがって応>Oの場合を考えれば

よい。その時，上の式から 2:EIIi(2x)U(wD-

l~O となる。しかし，これは :EIIi (2x)U(wD 

-1<0 を意味するので制約式岡に反する。し

たがって， a1=a2=0 はありえず， a1=a2>0

だけが成立する。よって制約式罰は等式で成り

立つ。 (Q.E. D.) 

また，問題の最適解においては，参加制約式

も実際は等号で成立する。なぜならば，これが

なり立たないとすれば，報酬を各状態について

同じ量だけ適当に減らし，その制約不等式を満

すことができるが，その時，経営者はより高い

期待利潤を得ることが出来るからである。こう

して，問題の最適解においては問題の二つの制

約式は等号で成立する。

:EIIi (2x) (U(wi)-x) = D・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(32)

区rr1(2x)U(wi) =1・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(33)

以上のことをまとめると次の定理が成り立

つ。

定理3 『複数エージェントの場合の最適報

酬プログラムー努力水準は定数 ?\,(~0), a 

C>o)に対し次の条件を満たす。

工Ilf(2x) (Yi -2Wi) 

+?¥,+aエrri(2x)U(w i) =O …………(34) 

1 =?¥,+a rri (2x) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(29)
U'(w i) rri (2x) 

:Elli (2x) (U(wi)-x) = D ・・・・・・・・・・・・..・・・・(32)

工Ilf(2x) U (w i) =1 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(33)』

3-2 二成果の最適報酬プログラム

今，成果が二つあって，例えば良い状態と悪

い状態によって表わされるとしよう。 このと

き， 仮定 I, IIのもとでは， 既に述べたよう

に，制約条件は等式で成立するので(32), (33)から

U(wか U(w2) は努力水準 Xに依存して決ま

る。これは，

U(w1) = IIHx+ D)-II2 
II紅I1-II2IIi

=x+-0-旦邑 (35) 
II2 

U(w砂＝ II1-ITi (x+ -0) II1 
II2II1-II2IIi 

=x+-0 
IIi 

(36) 

となる。 ここで仮定 Iから II2>0,IIi <oで

あるので，明らかに U(w1)<U(w2) である。
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また上の(35)と(36)で U(wか U(w2) はXの関数 ここで ZE[O ,2] とする。この時仮定 I, Ilお

と見なして， Xで微分すれば， よび条件(A)を満すことは容易にわかる。

dU(w1(x)) 
=-1+ 2II2II名

dx (II1)2 
<O・・・・・・・・・・・・・・・(3り

dU(w2(x)) 
=-1+ 2II1II1 

dx (II1)2 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・(38)

したがって，期待利潤最大値問題は直接

~Ili (2x) (Yi-2Wi (x)) 

を最大にする Xを求め，それに対応する報酬フ゜

ログラム Wi(X) を決められればよいことにな

る。今，これに対する内点解を考えると，

dwi 
工町(2x)(Yi-2Wi) =エIli(2x)-……(39) 

dx 

を満さなければならない。なお dwi/dxは

dwi 1 dU(wi (x)) 
＝ 

dx U'(wi) dx 

で表わされる。ここで次の条件(A)を考えよう。

条件(A) (闊塁）'~+任意のz(=zげX2)
に対して）

dU(w2(x)) 
この条件が満たされる時， ~o と

dx 

なることは容易にわかる。したがって， (39)の右

辺は非正の値をとるが，これは左辺の性質から

Y1-2w1>立ー2Wz

が成立することを意味する。したがって，条件

(A)を技術＝生産構造が満せば利潤はより低い成

果水準の場合のほうがより高くなることがわか

る。この特徴は §2の単一労働者の場合の報酬

プログラムの場合と著じるしく対照的になって

いる。

さて，数値例を使って具体的に報酬フ゜ログラ

ムを作ってみよう。効用関数，生産構造を次の

ようなものとしよう。

U(wi) =log Wi, II1(z) = 
(z-2)2 

4 

庄 (z)=l-
(z-2)2 

4 

Ilf = z-2 1 
2 

~0 IT!=-
2 

IIを＝一
z-2 
2 

2:0 II2 =一上
2 

また， (35),(36)を満たす報酬プログラムは

U(w1)=U+l+ 1 
x-1 

U(w2) =-0+1 

となり状態 2における賃金は一定であることが

わかる。一方，最適な努力水準を求めるため(34)

(29)より a(x),X(x)を求めると

a(x) =x(x-1) (x-2)e叫 1(1-e叫，
x*=l . if Y2-Y12:2e0+1 

x*=g(y2-Y1) if 2e0+12:yz-Y12:2e0+1-3e0 

x*=O if Y2-Y1~2e0+1-3e0 

となる。こうして， Y2-Y1の値に依存して，最

適報酬プログラム (W1,Wふ最適努力水準 x*

が決まることがわかった。図 2は Y2一めの値，

即ち，成果のあいだの差に対して，報酬プログ

ラムの望ましい水準，それによって内生的に引

き起される努力水準 x*がどのように設定され

るかを示している。したがって，

A-(x) =eD+1 ((2-x)x+ (x-1)ご）
となる。したがって， (35)は

(1-x) (Y2-Y1-2e0+1) 
1 

+e0+1e戸 (-2x+3)=O 

となり，

1 

eO+l十叫2+占 ）＝ー(Y2-Y1-2e0+1)

・・・・・・(40)

ここで左辺の値は次の図 2のようになり， した

がって， Y2-Y1-2e0+1<0, Y2-Y1-2e0+1+3e 
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えてみよう。生産活動を行う場合，個人で行う

eV+l 
より， チームを組んで行うほうがよりよい場合

W2 
はしばしば見られる。アダム＝スミスによって

早く言及されて来た分業と協業の観点である。

本節ではチーム生産によって生産の担い手たち

゜
：ー：ー：
ー，9

ー
1
1

ーーニ[い
―

―

 

―

―

 

ー

3
-
5

Y2-Y1 
が共同の利益を追求する組織を考え， そこでの

X 成果分配Jレール，成果の期待水準などについて

検討してみよう。その際に，本論文の関心であ

る行動に関する情報の問題はどのようになるで

あろうか。もし，各参加者の努力に関する情報

が得られない， あるいは共同で確認できないと

〇 Y2-Y1 すると， これまで通り，各参加者は非協カゲー

ムとしてナッシュ型の行動様式をとらざるをえ

<oの解は存在しない。

内点解が存在する場合，

の関数として表わされるので

即ち，

しない。

力水準は Y2-Y1 

それを g(yz-Y1)

範囲で

と書けば内点解が存在する

g'(Y2 -y1) <O となる。

内点解は存在

(40)を満す努

以上のことか

ら，成果差が小さいときは賃金変動幅も小さく

(e0+i-e), 対応して，努力水準は最低努力水準

でもよく，成果差がある範囲にある場合は，そ

の成果差が大きくなるにつれて，賃金変動幅は

大きく設定され， その結果努力水準も高くな

る。そして，成果差がある水準 (2eD+l)を越え

ると，賃金変動幅は最大となり，対応する努力

水準も最高水準にとられ，以後，成果差がどの

ように大きくなっても，報酬プログラム， した

がって，引き出される努力水準は変らない。

ない。チーム生産にもかかわらず， ナッシュ型

行動様式を前提としたうえで成果分配｝レールを

共同で作成しなければならない。行動に関する

このような私的情報性をもったチーム生産を対

称情報下のそれと比較するのは大変興味深い事

であろう。そこでまず，対称情報下でのチーム

生産での分配｝レールと成果水準に関する議論か

らはじめよう。

いま， リスク回避的な同質の二人の生産者に

よるチーム生産を考えよう。各人のもつ効用関

数は前節までのものと同じとし，

資本家一労働者モデルと対比するため，努カ一

成果の確率構造は同じものを採用する。対称情

報のもとで決定すべきものはまず配分）レールで

あり，

また， 前節の

さらに，各人の生産への努力水準が銀察

できることから， 目標とすべき努力水準それ自

§4 

4-1 

チーム生産 身であろう。これは次の問題を解くことによっ

て求められる。

チーム生産と努力情報
問題VJll （対称情報下のチーム生産）

前節までは資本家（＝経営者）と労働者によ

る生産組織をエージェンシー問題として考えて

きたが，今度は労働者相互の共同生産組織を考
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ここで bi は， Yi が生じた時の第 i生産者

に対する分配率で， O~bi~l を満たす。 この

問題に対する解の必要条件はこの最大化項を

X1, X2, および biで偏微分して 0とおくことに

よって求められる。

工町 (xけ X砂U(b改 i)

＋工町 (x叶 X2)U((l-bi)Yi =1)………(41) 

IT i (x1+x砂U'(biyi)Yi 

-rri (x叶 x2)U'((1-bi)Y i)Y i =0 

i=l, 2 •.. ・・・・(42)

なお， X1に関する偏微分は X2に関するそれと

同じになる。 (42)から， 容易に理解されるよう

に， b 1 ・= 
2 

(i=l, 2) となり，最適な分配Jレ

ールは常に折半することである。また，対称解

に話を限ると， この時の各人の最適努力水準

x*は， (41)より

2エrri(2x*)U(-½ ―Yi)=l …………………(43) 

となり，期待限界効用が労働の限界不効用に等

しいことがわかる。しかも，最適努力水準は，

努力する個人だけでなく相手の期待効用への作

用，即ち，外部効果も考慮した形で決まってい

る。したがって，次の命題が成り立つ。

命題3 『対称情報下のチーム生産において

最適な分配ルールは折半することであり，最

適な各人の努力水準はその努力によってもた

らされる社会的期待限界効用がその個人の労

働の限界不効用に等しい所で決まる』

いうまでもなく，この最適努力水準は相互に

観察されるので，実行可能である。

4-2 非対称情報下のチーム生産

次に，各人の努力水準が観察できない場合を

考えてみよう。この場合は各人が相手の行動を

第 25巻第 5号

想定しながら自己の行動を決定していくナッシ

ュ型の行動様式を考えなければならない。した

がって，分配｝レールを設定する場合にはこうし

たナッシュ型行動をあらかじめ考慮していなけ

ればならない。それゆえに，非対称情報下のチ

ーム生産の問題は次のようになる。

問題lX (非対称情報下のチーム生産）

Max 江 i③ +x砂(U(biy i)-x1) 
X1, 況，bi

+~Ili (x叶 X砂(U((l-bi)Yi)-x砂

s. t. x1EArg max~rri (x1 +x2) 
Xi巳 X

x (U(biYi)-xD 

x2EArg max工rri(xけ xる）
X2EX 

x (U((l-bりYi)ー汽）

この問題は前節と同様に，仮定 I'JIを使って

次の問題に変換できる。

問題X

Max 血 i(xけ x2)(U(biYi)-x1) +~rri 
Xi bi 

X (xけ X2)(U ((1-bi) Y i) -X2) 

s. t. ~Ilf (xけ x砂U(biYi)-1~0 ……(44)

工Ilf(xげ X2)U((1-bi)Yリー 1~0

・・・・・・(45)

この問題の解の必要十分条件は Kuhn-Tucker

式 (K==~Ili (x叶 X2)[U(b汀 i)-X1

+ U((l-bi)Yi)-x2J 

+a1 (~Ilf (x叶 X2)U(b心 i)-1)

+a2(~Ilf (xげ況）U((l-bi)Yりー1)

において

aK 
axi 

＝ o, aK 
＝ 

abi ゜から求められる。

まず，
aK 
abi 〇 より

(i=l, 2) 
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rri (xげ X2)[U'(b改 i)-U'((l-bi)Yi)]

+a1II1 (xげ X2)U'(biYi) 

-a2II1 (x1 + x2)U'((1-bi)Yi) =0 

よって，

(TI i (xけ x砂十a1II1(x叶況））U'(biYi) 

= (IIi (xげ x2)+ a2II 1 (xけ X2))U'((1

-bi)Yi) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(46)

aK 
となる。また—-=O より (i=l,2) 

axi 

工町 (x叶 x2)U(biYi)-l

+I:;II1(X1+x砂U((l-bi)Yi)

+a心 Il'f(x叶況）U(biYi) 

+ a2I:;Il'f (x叶 xりU((l-bi)Yi)=O……(47)

工町 (x1+x砂U((1 -bi) y i) -1 

+ I:;II 1 (xげ X2)U(biyi) 

+a心 II1(xけ X2)U(biy i) 

+a心 II1(x戸 X砂U((l-bi)Yi)=O……(48) 

ここで， (44)と(45)をそれぞれ(47)と(48)に代入すれ

ば同一の式

l+a心 Il'i(xげ X2)U(b収 i)

+a心 II1(x叶 X砂U((1-bi)Yi) =O……(49) 

が出てくる。

さて，この問題の最適解を対称解 xf=x各==X*

とおいた時，最適分配｝レールは折半｝レールとな

ることを示そう。この時， (44)と(45)において，

U (b1Y 1) -U ((1-b1) y 1) 

=U(b2Y砂—U((l-b砂 Y2) = 1 
IIi (2x*) 

を満たす (b1,切）の組を考えると，この組に対

して，

db1 
＝一

(U'(b2Y2) + U'((1-b砂Y2))Y2
db2 (U'(b1Y1) + U'((l-b1)Y1))Y1 

>O 

が成り立つ。したがって，この組を b1= b1(b2) 

という関数関係で表わそう。特に， b戸―ーの1 
2 

1 1 1 
とき b庁万となる。即ち， b1(2)=万で

ある。したがって，努力水準 x*と，上の式を

満す組 (b1,b2)から生じる社会的期待効用は

II1 (2x*) (U (b1 (b2) Y1) + U ((1-b1 (b砂）Y1)) 

＋几(2x*)(U(b2況） + U((l-b砂y砂）

となる。これを切に関して微分すると，

II1 (2x*) (U'(b1 (b砂Y1)

-U'((l-b1(b砂）Y1)) bi((b砂Y1

+ II2 (2x*) (U'(b2四）ーU((l-b砂y砂）Yz 

1 
となる。この値は明らかに O<b2<―ーにおい

1 2 1 
て正であり， b庁一ーでは 0, さらに，―-<b2

2 2 

<1において負の値をとるので，最適配分）レー

ルは b度=+したがって， bf=1 が成りた
2 

っ。よって，非対称情報のもとでの最適分配｝レ

ールもやはり折半であることがわかった。しか

し，努力水準は(4伽あるいは(45)より各人の期待限

界効用がその労働の不効用に等しく定められる

ことになる。ここで，注意すべきことは，期待

限界効用は当人の効用のみになっていることで

ある。したがって，対称情報の場合とそうでな

い場合において実行される努力水準の違いは明

らかである。即ち，対称情報のもとではチーム

生産という特性から生じる努力の外部効果が完

全にとらえられるのに対して，非対称情報のも

とではそれが出来ず， したがって，過小な努力

水準になってしまっているということである。

この過少性は， 2I:;II1 (2x*) U (」-Yi)=1とこ
2 

叩 2x**)U (-½-y i) = 1 の比較から， x*>x**

となることがわかる。これは仮定 I, 仮定IIの

もとで限界期待効用は努力に関して逓減的とな

っていることから導びかれる。（図 3参照）
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y=x 努力水準は期待効用最大化条件より Y1~Y2/e 

叫 2x)UC附） では

1-x= (log立
-1 

YJ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(50)

X 

3
 

以上より次の命題が成り立つ。

命題4 『非対称情報下での最達配分）レール

は対称情報下のそれと同じく折半｝レールであ

るが，最適努力水準は対称情報下のそれより

少くない。』

で表わされ， Y1~Y2/e では x=O となる。 (50)か

ら Y1=0では x=lである。したがって，その

場合の各人の期待効用， 即ち， 留保期待効用

Uは

D= (x-1)2 logl'.i. 
2 

+ (1-(x-1)2) log立互ーX
2 

において， Y1~Y2/e では (50)を代入し，整理すれ

ば

4-3 比較組織分析 II (チーム生産と資本主

義的生産）

前節ではチーム生産の有り方を検討したがこ

こではそうしたチーム生産の成果と複数エージ

ェントモデルとして分析した資本主義的生産モ

デルとの対比を試みる。今，与えられた生産構

造のもとで生産者がチームを組んで生産活動を

組織する場合と，資本家の傘下にはいり，労働

者として生産活動に従来する場合の選択の問題

を考えてみよう。前節で示された最適努力水準

下の各生産者の期待効用を nとおき，それを，

資本主義的生産における留保期待効用としなけ

ればならない。こうして，同じ技術＝生産構造

のもとで，資本主義的生産が可能であるために

は，チーム生産のもとで期待できる効用水準が

保証される形で実行されなければならない。議

論の複雑さをさけるため， §3で使った数値例

をつかって分析をすすめていく。

まず，留保期待効用を求めるために，チーム

生産の場合を考えよう。この時，ナッシュ均衡

- 72-

D=log丘 e-(!og年―3

2 

となる。 Y1~Y2/e では明らかに D=logl'.:L で
2 

ある。

これらの事を考慮して，資本家一労働者モデ

ルを分析してみよう。まえと同様に，

u (w 1) = D + X'u  (W2) = D + 1……(51) 
x-1 

であるが， 今度は， 0 は外生的に決まったも

のではなく，チーム生産の場合の期待効用水準

であり，成果分布 (Y1Y2)に依存している。し

たがって，最大化されるべき期待利潤は

工IIi(2x) (y i -2w i) 

＝エIIi (2x) (y i -2w i (x1,Y 1,Y 2)) 

である。ここで wi (x, Y1, Y2) は(51)から導びか

れる報酬関数であり，明らかに，努力水準と，

留保期待効用からくる成果分布 (Y1,Y2) に依

存する。そこで成果分布 (Y1,Y2)が与えられた

時，最適な努力水準は

2エ町 (2x)(Yi -2Wi (x, Y1, 四））

aw- x*=l 
-2エni(2x)-—号き 0 伶x*E[0, 1] ax x*=O 
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より決まる。左辺は Y1~Y2/e のとき，次のよ

うに整理される。

2e0(1-x)I吋ーl~;r
-(2e-(2十占）e疇）I

ここで中カッコの第一項は Y1と Y2 の比率の

みに依存していることに注意。また Y1~Y2/e

のときは

2e0(1-x)[lt + (-2e+ (2十占））el-占]

である。それぞれの式で中カッコの中について

Yi/Y2 とX の動きを検討すれば，最適努力水準

は Y1加の単調減少関数で，しかも， Y1/Y2=0

では x*(O)=lであり，さらに， x*什>O で

あることがわかる。また， x•(z/_1)~0 とな
る。したがって，チーム生産の場合の対応する

努力水準曲線(A)と，資本主義的生産の場合のそ

れ(B)は図 4のようになって，成果分布がどうで

あれ常に資本主義的生産の方が高い努力水準を

引き出すことがわかる。次に，対応する報酬プ

ログラムに関しても考えよう。

まず，チーム生産の場合の報酬プログラムを

(B1, Bりとすると， Y1~Y2/e のとき，

B庁立ー<w庁立しe-C一log.J...L)
_, 

2 2 巧

Y1~yz/e のとき

B2~W戸Y1e

X 

ー

(A) 

YZ_e 

Y1 

図 4

であることから，報酬フ゜ログラムについては，

たえず，資本主義的生産の方が良い成果の時は

より高い報酬，低い成果の時はより低い報酬を

提供するものとなる。図 5は固定された Y2 に

対して出の変動がどのように報酬プログラム

が変動していくかを示したものである。 W1の

方は Y1=y2/e以後， B1の値と一致することに

注意しよう。これは Y1~Y2/e においてチーム

生産では x=Oでありしたがって対応する II2

の値が 0であることによる。こうして，我々の

例においては資本主義的生産の方が，チーム生

産に比べて，賃金変動の幅をより大きく設定す

ることになり，また，成果の変動がどうであれ，

資本主義的生産の方がより高い努力水準を引き

出すことが出来ることを示した。これは個人活

動と資本主義的企業との対比において個人活動

の方がより高い努力を引きだすという結論と対

照的であり，興味深い観点である。

次に，こうした資本主義的生産形態が資本家

にとって有利かどうかという問題を考えてみよ

う。すなわち，資本家にとってこうした生産形

態が正の利潤を生むかどうかという問題であ

る。図 4 に示されたように， YifY2~汲土丁で

は， x*(・)>oであり，かつ解の一意性より，

たしかに正の期待利潤がえられる。しかし yi/

y三e~l では x*(·) =Oとなり， W1は B1と

同じ値となるので，期待利潤は 0である。した
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Yz e ,----------------------------------------------

チーム生産における努力水準が正であ

るような成果分布においては資本主義的生産形

態を形成する私的なインセンティブがあるとい

える。

こうして，我々は一つの例示ではあるが，

ーム生産と資本主義的生産の比較を報酬プログ

チ

ラム，努力水準，私的インセンティブの観点か

ら分析してきたが，これらは現実の生産形態に

ついての比較組織論の問題に重要な示唆を与え

るものといえる。

結 び

我々は本論文において，行動情報の非対称性

を前提として，個人活動，資本主義的企業，チ

ーム（パートナーシップ）型企業の特性と比較を

インセンティブ・スキーム，企業有効性＝最適

努力水準等において検討してきた。残された課

題は多岐にわたっているが特に， モニタリング

Bz 

9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
-
Y
Z
 

yl 

5
 

争システムに関して検討したが，階層的企業，

パートナーシップ型企業にもモニタリングに関

する組織上の工夫が検討されるべきであろう。

もう一つ重要な課題は，本論文の場合，個人はあ

る生産機会に同等にアクセスできることになっ

ていたが， これにより現実的に考えるべきだろ

う。この場合， もっとも面白い観点は，各個人

が持つ生産機会の非同質性が前提となればどの

ようにして，自分のもつ生産機会を他の人々に，

とくに資本の供給者に，信頼できる形で伝える

ことができるかという問題である。これは内部

パラメータについての私は情報をいかにして外

部に知られるかというシグナリングの問題とし

て展開される必要がある。（〔 6〕, 〔2〕参照）
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